
ＩＣＴ利活用による地域活性化とふるさとテレワークの推進を求める意見書（案） 

 

都市住民の農山漁村への定住願望が大きく上昇しており、政府機関の調査では、東京在

住者の４０．７％が、地方への移住を「検討している」または「今後検討したい」と回答

している一方で、「仕事がない」「子育て環境が不十分」「生活施設が少ない」「交通手段が

不便」「医療機関が少ない」など多くの問題点も存在しています。 

その問題点を解決し、「地方への人の流れをつくる」には、地方にいても大都市と同様に

働き、学び、安心して暮らせる環境を確保する大きな可能性を持つＩＣＴ（情報通信技術）

の利活用が不可欠です。また、ＩＣＴ環境の充実によって、地域産業の生産性向上やイノ

ベーションの創出による地域の活性化を図ることも可能になります。 

そこで、企業や雇用の地方への流れを促進し地方創生を実現するため、どこにいてもい

つもと同じ仕事ができる「ふるさとテレワーク」を一層促進し、観光など地方への訪問者

増加につなげることができる高速情報通信回線網の充実、なかでもＷｉ-Ｆｉ環境の整備が

必要になります。よって以下の事項について要望します。 

 

記 

 

１．ＩＣＴ環境の充実には、Ｗｉ-Ｆｉ環境の整備が不可欠であることから、活用可能な補

助金や交付金を拡充し、公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進を図ること。 

 

２．平成２７年度からスタートしたテレワーク関連の税制優遇措置の周知徹底を図るとと

もに、制度を一層充実させ、拠点整備や雇用促進につながる施策を行うこと。 

 

３．テレワークを活用して新たなワークスタイルを実現した企業を顕彰するとともにセミ

ナーの開催などテレワーク普及啓発策を推進すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：公明党 】 

【 提出先：内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、地方創生担当大臣 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地方創生に係る新型交付金等の財源確保を求める意見書（案） 

 

 将来にわたっての「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」の実現のためには、総合

戦略の政策パッケージを拡充強化し、「地方創生の深化」に取り組むことが必要である。 

政府は６月３０日、平成２８年度予算に盛り込む地方創生関連施策の指針となる「まち・

ひと・しごと創生基本方針２０１５」を閣議決定した。 

今後は、全国の自治体が平成２７年度中に策定する「地方版総合戦略」の策定を推進す

るのとともに、国はその戦略に基づく事業など“地域発”の取り組みを支援するため、地

方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事業費」や平成２８年度に創設される新型

交付金など、今後５年間にわたる継続的な支援とその財源の確保を行うことが重要となる。 

そこで政府においては、地方創生の深化に向けた支援として、下記の事項について実現

するよう強く要請する。 

 

記 

 

１．地方財政措置における「まち・ひと・しごと創生事業費」と各府省の地方創生関連事

業・補助金、さらには新型交付金の役割分担を明確にするとともに必要な財源を確保す

ること。 

 

２．平成２７年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費（１兆円）」については、

地方創生に係る各自治体の取り組みのベースとなるものであるから、恒久財源を確保の

上、５年間は継続すること。 

 

３．平成２８年度に創設される新型交付金については、平成２６年度補正予算に盛り込ま

れた「地方創生先行型交付金」以上の額を確保するとともに、その活用については、例

えば人件費やハード事業等にも活用できるなど、地方にとって使い勝手の良いものにす

ること。 

 

４．新型交付金事業に係る地元負担が生じる場合は、各自治体の財政力などを勘案の上、

適切な地方財政措置を講ずるなど意欲のある自治体が参加できるよう配慮すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：公明党 】 

【 提出先：内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、地方創生担当大臣 】 

 

 

 

 

 

 

 

 



外国人の扶養控除制度の見直しを求める意見書 (案) 

 

 海外に親族のいる日本で働く外国人や外国人と結婚した日本人の扶養控除の状況につい

て、扶養親族が多いために控除額が非常に多額となり、所得税が課税されていない人が多

数存在しています。 

 会計検査院の調査によると、外国人と結婚した日本人や、海外に家族を残して日本で働

いている外国人のうち、扶養控除の額が年間３００万円以上の者の扶養控除の状況として、

扶養家族の人数は平均で１０．２人に上り、中には２６人が扶養家族になっているケース

もありました。扶養家族を年齢別で見てみると、稼働年齢層である２３歳から６０歳未満

の成人の占める割合が半数に上っていました。さらに、扶養する家族が多いために扶養控

除の額が非常に多額となり結果的に所得税が課税されていない人が、調査対象の６割近く

に上っています。 

 その上、重要な問題として、海外にいるために所在確認や所得の把握が難しく、日本国

内に家族がいる場合と比べて扶養親族として確認が不十分、或いは実態としては不可能な

現状にも関わらず認定がなされているという現状があります。多くの控除を認めた結果、

所得税や住民税が生活実態にそぐわない形で軽減されるのみならず、課税額を算定基礎と

する国民健康保険税や介護保険、保育料その他各種有償の行政サービス等へ影響を与えて

います。同じ仕事をして同額の賃金を受け取っている労働者であっても、国外扶養親族を

多数申請できる者は優遇措置を受けることができ、そうでない者との間に大きな可処分所

得の差が生じています。担税力を無視した状況を放置することは、国民の間に強い不公平

感を与えることになりかねません。 

 国の制度として外国人の扶養控除の問題を放置し、扶養の実態と差異がある状態で所得

税や住民税を課税されていない人が多数生じている現状を容認することは、地方公共団体

の徴税権を侵すものとなりかねません。さらに非課税となることで制度上の優遇措置、大

幅な減免を受けることができるため、地方公共団体は税収減と支出増という二重の財政負

担を強いられています。 

 こうした問題点が多数存在することから、自治体職員に法定受託事務上の過負荷をかけ

るだけの国外扶養親族の証明の厳格化のみならず、国民を対象とした制度の本旨に立ち返

り、また税負担の公平性を確保する観点から、児童手当こと旧称子ども手当と同様に国外

扶養親族の原則廃止など、扶養控除制度の抜本的な見直しを求めます。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：新政飯塚 】 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、法務大臣、

厚生労働大臣、内閣官房長官 】 

 

 

 

 

 

 

 



安全保障関連法案の廃案・撤回を求める意見書（案） 

 

 戦後７０年を迎え地方議員である私たちは、日本国憲法がうたう恒久平和の決意と不戦

の誓いを新たにしています。 

 安倍内閣が５月、国会に提出した安保関連法案は、集団的自衛権の行使に本質があり違

憲であることが、国会論戦や憲法学者の指摘によってすでに明らかとなりました。この法

案は、わが国を再び海外で戦争できる国につくりかえるものです。 

 嘉麻市議会が「『戦争法』制定に反対する意見書」を採択したのをはじめ、全国の多くの

地方議会が６月定例会において、安保関連法案の廃案や撤回、あるいは慎重審議を求める

意見書を採択し、国会と政府に送付しました。 

 強引な会期延長による７月の衆議院の強行採決は、この法案とともに安倍政権と与党に

対する国民の批判を高め、各種世論調査では６割から７割が法案を批判し、内閣支持率は

低下しています。戦争を知る世代と知らない世代が共同を広げながら、「安保法案反対」「戦

争法案ストップ」の声で国会と政府を激しく揺り動かしています。まさに、戦争できる国

づくりを許すのか、許さないのかの重大な岐路を迎えています。 

 よって、飯塚市議会は国会及び政府に対して、主権在民、基本的人権、恒久平和を尊ぶ

ものであり、海外で戦争できる国づくりを許さないために、今回の安保関連法案の廃案な

いし撤回を求めるものです。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出いたします。 

 

【 提出会派：日本共産党 】 

【 提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、外務大臣、防衛大臣、 

内閣官房長官 】 


